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第1種社会福祉事業� 第2種社会福祉事業�

・生活保護法に規定する救護施設、更生施設�
・生計困難者を無料または低額な料金で入所させて生
活の扶助を行う施設�
・生計困難者に対して助葬を行う事業�
・児童福祉法に規定する乳児院、母子生活支援施設、
児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施
設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身
障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支
援施設�
・老人福祉法に規定する養護老人ホーム、特別養護老
人ホーム、軽費老人ホーム�
・障害者支援施設�
・なお従前の例により運営をすることができることと
された身体障害者更生援護施設�
・なお従前の例により運営をすることができることと
された知的障害者援護施設�
・売春防止法に規定する婦人保護施設�
・授産施設�
・生計困難者に無利子または低利で資金を融通する事業�
・共同募金を行う事業�

・生計困難者に対して日常生活必需品・金銭を与える
事業�

・生計困難者生活相談事業�
・児童福祉法に規定する児童自立生活援助事業、放課
後児童健全育成事業、子育て短期支援事業�
・児童福祉法に規定する助産施設、保育所、児童厚生
施設、児童家庭支援センター�

・児童福祉増進相談事業�
・母子及び寡婦福祉法に規定する母子家庭等日常生活
支援事業、寡婦日常生活支援事業�

・母子及び寡婦福祉法に規定する母子福祉施設�
・老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デ
イサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能
型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事
業�

・老人福祉法に規定するデイサービスセンター（日帰
り介護施設）、老人短期入所施設、老人福祉センター、
老人介護支援センター�

・障害者自立支援法に規定する障害者福祉サービス事
業�

・身体障害者福祉法に規定する身体障害者生活訓練等
事業、手話通訳事業又は介助犬訓練事業若しくは聴
導犬訓練事業�

・身体障害者福祉法に規定する身体障害者福祉センタ
ー、補装具製作施設、盲導犬訓練施設、視聴覚障害
者情報提供施設�

・身体障害者更生相談事業�
・知的障害者更生相談事業�
・なお従前の例により運営することができることとさ
れた精神障害者社会復帰施設�

・障害福祉サービス事業、相談支援事業、移動支援事
業、地域活動支援センター、福祉ホーム�

・生計困難者に無料または低額な料金で簡易住宅を貸�
　し付け、または宿泊所等を利用させる事業�
・生計困難者に無料または低額な料金で診療を行う事業�
・生計困難者に無料または低額な費用で介護老人保健�
　施設を利用させる事業�
・隣保事業�
・福祉サービス利用援助事業�
・各社会福祉事業に関する連絡�
・各社会福祉事業に関する助成�

　社会福祉法人とは、社会福祉法第2条に定められている社会福祉事業（第1種社会福祉事業及び第2種社会福祉事業）を行うことを
目的として、社会福祉法の規定により設立される法人である。�
　社会福祉法人制度は、社会福祉事業の公共性から、民法上の公益法人に比べてその設立運営に厳格な規制が加えられている。�
　社会福祉法人の設立等の認可は、厚生労働大臣（事業が2以上の都道府県かつ2以上の地方厚生局管轄区域にまたがる場合）若し
くは地方厚生局長（事業が2以上の都道府県かつ1地方厚生局管轄区域内の場合）、都道府県知事または指定都市長若しくは中核市長
が行う。�

社会福祉法人の概要�概　　要

社会福祉法人
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厚生労働大臣所管�
都道府県知事等所管�

社会福祉法人数の推移� （各年とも3月31日現在の数）�

6,110�

－�

1975年�
（昭和50）�

9,471�

－�

80�
（55）�

11,672�

－�

85�
（60）�

118�

13,305

90�
（平成2）�

127�

14,705

95�
（7）�

139�

16,217

99�
（11）�

138�

16,553

00�
（12）�

144�

16,959

01�
（13）�

146�

17,559

02�
（14）�

151�

18,162

03�
（15）�

164�

18,636

04�
（16）�

181�

18,642

05�
（17）�

195�

18,453

06�
（18）�年　次�

資料：厚生労働省社会・援護局調べ。�
（注） 昭和62年4月以前はすべて厚生労働大臣所管�

1．組　織�
　　社会福祉法人の役員は、6名以上の理事及び2名以上の監事で構成等すること。理事には、社会福祉事業について学識経
　験を有する者又は地域の福祉関係者及び法人の経営する施設の施設長を参加させること。�
　　また、関係行政庁の職員や、実際に法人運営に参画できない者を名目的に選任することは適当ではなく、親族等の特殊
　な関係にある者の選任についても制限されている。�
　　なお、次に掲げる事業のみを行う法人を除いて、評議員会を設置すること。�
　　①都道府県又は市町村が福祉サービスを必要とする者について措置をとる社会福祉事業�
　　②保育所を経営する事業�
　　③介護保険事業�
�
2．資　産�
　　基本財産として、社会福祉事業を行うために必要な土地、建物等の資産を用意すること。�
　　運用財産として、法人設立時に年間事業費の12分の1以上（介護保険法上の事業を主とする法人は12分の2以上が望ましい。）
　に相当する額を、現金、預金等で準備すること。�
�
3．事　業�
　　前ページに掲げる社会福祉事業のほか、公益事業及び収益事業を行うことができる。�
　　公益事業とは、公益を目的とする事業で社会福祉事業以外の事業（社会福祉と全く関係のないものを行うことは認めら
　れない。）をいい、具体的には居宅介護支援事業、介護老人保健施設、有料老人ホームを経営する事業等であること。�
　　収益事業とは、その収益を法人が行う社会福祉事業又は公益事業の財源に充てるために行われる事業で、法人所有の不
　動産を活用して行う貸ビル、駐車場売店の経営等であること。�
　　公益事業及び収益事業は、ともに本来事業である社会福祉事業に対し従たる地位にあること。また、その用に供する財
　産は、基本財産、運用財産とは明確に分離して管理すること。�
�
4．情報開示�
　　毎年5月末までに事業報告書・財産目録・貸借対照表及び収支計算書を作成し、6月末までに上記書類を含んだ社会福祉
　法人現況報告書を所轄庁へ届けなければならない。�
　　そして、上記書類と監事監査意見書を各事務所に備えておき、正当な理由がある場合を除いて、これらを外部の閲覧に
　供しなければならない。�
　　また、公認会計士、税理士等による外部監査の活用を積極的に行うことが適当である。�
�
5．設立の相談�
　　設立の際は、各都道府県、指定都市、中核市の社会福祉法人担当部局に相談すること。�
�
6．その他�
　施設長の資格�
　　 社会福祉施設の施設長は、厚生労働省令及び旧厚生省令、昭和47年「社会福祉法人の経営する社会福祉施設の長につ　
　  いて（局長通知）」に規定する適格者でなければならない。�
　

社会福祉法人設立の要件�
　社会福祉法人を設立するに当たっては、主に以下の要件を満たす必要がある。�

（以下、平成12年「社会福祉法人の認可について（局長通知）」等より主要部分を抜粋）�




